
長崎県農業近代化資金利子補給実施要綱

制定

平成19年３月30日

最終改正

平成27年５月８日27農営第123号

（趣旨）

第１条 県は、農業者等の資本装備の高度化を図り農業経営の近代化に資するため、農業

近代化資金融通法（昭和36年法律第202号。以下「法」という。）及び農業近代化資金

融通法施行令（昭和36年政令第346号。以下「施行令」という。）に基づく資金を融通

した法第２条第２項各号に掲げる融資機関に対し利子補給契約により利子補給金を交付

するものとし、その交付については、長崎県補助金等交付規則（昭和40年長崎県規則第

16号。以下「規則」という。）及び長崎県農林部関係補助金等交付要綱に定めるものの

ほかこの要綱の定めるところによる。

（支給の対象及び利子補給率等）

第２条 前条の利子補給金の支給の対象となる農業近代化資金の種類は次のとおりとし、

利子補給率については別に定めるものとする。

（1）畜舎、果樹棚、農機具その他の農産物の生産、加工又は流通に必要な施設の改良、

造成、復旧又は取得に要する資金（（4）に掲げるものを除く。）

（2）果樹その他の永年性植物の植栽又は育成に要する資金

（3）乳牛その他の家畜の購入又は育成に要する資金

（4）農林水産大臣の定める規模を超えない規模の農地又は牧野の改良、造成又は復旧に

要する資金

（5）農業経営の規模の拡大、生産方式の合理化、経営管理の合理化、農業従事の態様の

改善その他の農業経営の改善に伴い要する資金で農林水産大臣が指定するもの

（6）診療施設その他の農村における環境の整備のために必要な施設であって農林水産大

臣の定めるものの改良、造成又は取得に要する資金（農業協同組合等に貸し付けられ

るものに限る。）

（7）前各号に掲げるもののほか、農林水産大臣が特に必要と認めて指定する資金

２ 利子補給金の額は、毎年１月１日から６月30日まで（以下「上半期」という。）及び

７月１日から 12 月 31 日まで（以下「下半期」という。）の各期間における農業近代化

資金につき、前項に規定する利子補給率ごとに算出した融資平均残高（計算期間中の毎

日の最高残高（延滞額を除く。）の総和を 365 日で除して得た金額とする。）に対し、

それぞれ当該利子補給率の割合で計算した金額の合計額とする。

（利子補給契約）

第３条 県は、第１条の利子補給金の交付を受けようとする融資機関と、利子補給契約書

（様式第１号）により利子補給契約を締結するものとする。

（実績の報告）

第４条 規則第13条第１項の規定による実績報告書に添付する書類は、計算明細表（様式

第２号）とし、その提出期限は上半期については７月31日まで、下半期については１月

31日までとする。



（利子補給金の交付）

第５条 知事は、利子補給金について、融資機関から規則第16条の規定による請求があっ

た場合において、これを適当であると認めたときは、毎年上半期分を９月末までに、下

半期分を３月末までに支払うものとする。

（利子補給金の交付手続きの特例）

第６条 この要綱による利子補給金の交付については、規則第21条の規定により、規則第

７条の規定による交付の決定の通知及び規則第14条の規定による額の確定の通知は併合

するものとする。

（雑則）

第７条 この要綱に定めるもののほか利子補給金の交付にあたり必要な事項は、別に定め

る。

付則

この要綱は、平成18年度の予算に係る農業近代化資金の利子補給から適用する。

付則

この要綱は、平成27年度の予算に係る農業近代化資金の利子補給から適用する。



様式第１号（第３条関係）

長崎県農業近代化資金利子補給契約書

長崎県（以下「甲」という。）と          （以下「乙」という。）と

は、乙が貸し付ける農業近代化資金融通法（昭和 36 年法律第 202 号。以下「法」とい

う。）第２条第３項に規定する農業近代化資金（以下「近代化資金」という。）につ

き、甲が乙に対し利子補給金を交付するについて、次の条項を契約する。

第１条 甲は、乙が融資した近代化資金につき、長崎県補助金等交付規則（昭和 40

年長崎県規則第 16 号。以下「規則」という。）及び長崎県農業近代化資金利子補給

実施要綱（平成 19 年３月 30 日制定。以下「要綱」という。）の定めるところによ

り乙に対し予算の範囲内で利子補給金を交付する。

第２条 乙の貸付に関し、甲の行う利子補給は、乙の利子補給承認申請書に基づき、

甲が利子補給承認書を交付することによって行うものとする。

第３条 乙は、前条の利子補給承認書の交付を受けたときは、その日から２ヶ月以内

に貸付を行わなければならない。ただし、甲の利子補給に係る資金を借り受けよう

とする者の事情により、乙が特に必要と認めたときはこの限りではない。

第４条 乙の貸付の弁済期限等の変更に基づく甲の利子補給の変更は、乙の利子補給

変更承認申請書に基づき、甲が利子補給変更承諾書を交付することによって行うも

のとする。

第５条 乙は、第３条の規定による貸付を行ったとき、又は前条の規定により甲の利

子補給に係る貸付の弁済期限等を変更したときは、遅滞なくその旨を甲に報告する

ものとする。

第６条 甲が乙に対して交付する利子補給金の額は、要綱第２条に規定する方式によ

り算定した額とする。

第７条 乙は、甲に対し利子補給金を請求するときは、要綱第２条に規定する１月１

日から６月30日までの期間及び７月１日から12月31日までの期間に分けて利子補

給金の額の確定後、すみやかに利子補給請求書により行うものとする。

第８条 甲は、乙から前条の請求書を受理したときは、その日の属する月の翌月中に

これを支払うものとする。

第９条 乙は、常に甲の利子補給に係る貸付債権の保全に必要な注意を払わなければ



ならない。

第 10 条 甲は、甲の利子補給に係る資金を借り受けた者がその借入金を目的以外の目

的に使用したときは、乙に対する利子補給金を打ち切ることができる。

２ 甲は、乙の責に帰すべき事由により乙が規則、要綱又はこの契約の条項に違反し

たときは、乙に対する利子補給金を打ち切り、又は既に交付した利子補給金の全部

若しくは一部の返還を命ずることができる。

第 11 条 乙は、甲の利子補給に係る資金の融資に関し、甲が報告を求めた場合、又は

甲の任命した職員をして当該融資に関する帳簿、書類等を調査させることを必要と

した場合には、これに協力しなければならない。

第 12 条 この契約の内容に変更を加えようとするときは、その都度、甲乙両者協議に

より定めるものとする。

第 13 条 この契約により疑義が生じたとき、又はこの契約に定めのない事項について

は、甲乙両者の協議により定めるものとする。

第 14 条 この契約の証として本契約書２通作成し、甲及び乙において各１通を保有す

るものとする。

  年  月  日

           甲  長崎県知事   

           乙  (融資機関名)  

              (代表者氏名)



様式第２号(第４条関係) 農業近代化資金利子補給金計算明細表 PAGE

承　　認 日数

年度番号 (F)

融資機関コード

償　　　　　還　　　　　額

融　資　機　関　名支所コード

年　　月　　日

施　設 使　　途 種　　類

中　　間　　融　　資　　残　　高
年　月　日

延 滞 額(D) (C)－(D)＝(E)繰上償還額(B) 計(A)＋(B) 総　　額(C)約定償還額(A)

年間（又は半年間）積数

(E)×(F)＝(G)
貸付期間

新農政等上積

融資平均残高

(G)／365＝(H)

県利子補給額

(H)×(I)

県利子補給率

(I)％


